日本と韓国における輸出パターンの変化(1995年～2009年) （国際経済学科開設20周年記念号） by 金 栄緑
熊本学園大学　機関リポジトリ
日本と韓国における輸出パターンの変化(1995年～
2009年) （国際経済学科開設20周年記念号）
著者 金 栄緑
雑誌名 熊本学園大学経済論集
巻 17
号 1・2
ページ 275-288
発行年 2011-03-18
URL http://id.nii.ac.jp/1113/00000633/
日本と韓国における輸出パターンの変化(年～年)
金 栄 緑
要 旨
中国経済の急速的な経済成長は, 世界経済に大きな変化をもたらしている｡ 特
に, 日本と韓国の対外貿易に与える影響は大きい｡ 年中国が世界輸出に占
めるシェアは％で世界の輸出国となった｡ 日・韓両国ともに, 中国向け
輸出は年々増加し, 両国にとって長年最大の貿易相手国であったアメリカを抜い
て最大の貿易相手国のとなったのである｡
一国の貿易構造は様々な要因によって変化する｡ 本稿は, 日本と韓国の対外貿
易とりわけ輸出に焦点を絞って, 年から年までの変化を考察したもの
である｡ 両国において一番大きな変化は, 対中国への集中度が高まったことであ
る｡ また, 分析期間中, 世界全体の増加率より対中国への増加率が高いこと, 両
国の対中国輸出が似通った構造へと変化したことが確認できる｡ 日本と韓国の対
世界輸出構造は相違した形状に変化し, 対中国への構造は類似した形状に変化し
た結果は, 現在の日本, 中国, 韓国の経済関係を表している｡ また, 東アジア共
同体を想定した場合の	国の経済協力関係を示唆する｡
はじめに
年から年, 日本と韓国の国際貿易における輸出構造は大きく変化した｡ この期間
は, バブル崩壊後の日本経済の不況や年のアジア通貨危機と
年サブプライムローン
問題, リーマン・ブラザーズ破たん (年月)に端を発した世界金融危機が発生した期間
である｡ これに加え中国の急速な経済成長が重なる期間でもある｡ 以上のような世界経済にお
ける環境の急激な変化が, 日・韓の対外輸出構造の変化をもたらしたのである｡
日・韓両国において対外輸出構造が中国集中に変化したことは, 以下のようなインプリケー
ションを持っている｡ 近年, 世界経済における最大の動きは, , の成立以降世界
―
―
＊熊本学園大学経済学部准教授
経済におけるに代表される地域貿易協定 (	

	) の拡大で
ある｡ このような世界経済の潮流に, 日・中・韓のカ国の対応の遅れが指摘されているなか,
近年日中韓を中心とした ｢東アジア共同体｣ の研究が盛んに行われているようになったのであ
る｡ 東アジア共同体に関する議論では, 政治, 歴史的要因が課題としてあげられているが, 最
大のハードルはカ国の経済格差の問題である｡ 中国経済の成長に伴う日本と韓国の輸出構造
の変化は, 日・中・韓のカ国間の経済格差問題をどのように解決して行くのか, またカ国
間の経済関係を分析する上で重要な要素である｡
本稿は, 前述した状況を踏まえ, 年から年までの期間で日本と韓国の対外輸出構
造がどのように変化したのかを, 日・韓両国の対中国輸出を中心として, 顕示比較優位指数,
産業別・国別輸出シェアを用いて分析したものである｡ 以下では, 日・韓の国別・産業別輸
出の構造が両国間と対世界・中国でどのように変化したのかを貿易額をもって分析する｡ で
は, 顕示比較優位指数の変化のパターン別の輸出シェアの変化を分析する｡
日本・韓国の輸出の構造
年以降日本, 中国, 韓国が世界の輸出に占めるシェアの構成は大きく変化した｡ 日本
の年世界全体の輸出に占めるシェア％は年％に大きく減少し, 韓国におい
ても年の％から年の％に減少した)｡ 日本と韓国の世界に占める輸出シェ
アは縮小した一方, 中国は年％から年％に大きく増加したのである)｡ 日・
韓の輸出シェアの減少は, 中国の躍進による結果であると考えられる｡
表は年と年の日・中・韓カ国の輸出の変化をまとめたものである｡ 日本の対
世界 (対中・韓国の輸出を除く世界全体) の輸出は, ％の増加をみせている｡ 一方, 韓国
は％増加した｡ また, 両国とも中国向けの輸出は, 韓国％, 日本％のよう
に大きく増加したのが確認できる｡ このような変化に中国向けの輸出が与えた影響を大きい｡
すなわち, 日本の場合, 対世界 (中・韓国を除いた)輸出の増加額は, 億ドルである一方,
中国向けの輸出の増加額は億ドルであり, 韓国は対世界の億ドル増に対して対中国
の億ドル増加をみせている｡ 日本の場合, 期間中対世界の増加額より対中国の増加額が大
  
――
) 輸出シェアは減少したが輸出額は増加した｡ 日本は, 年億ドルから年億ドル
に, 韓国では億ドルから億ドルに増加した｡
) 年世界輸出に占めるシェアの位は中国であり次いで, ドイツ (％), アメリカ (％)が
続く (
のデータから)｡
きいことは興味深い点である｡
日・韓両国の分析期間中において対世界の輸出の構造は, 中国を除いたその他の世界全体か
ら中国中心へとシフトしたのである｡ この結果は, 中国の経済成長によるものであり, 日・韓
両国の輸出構造において中国への依存度が高くなったことを意味する｡
中国の世界向けの輸出は, 年に比べ年倍以上に増加したが, 対韓国輸出の場合
は倍の増加をみせている (対日本％の増)｡ 韓国における対中国の輸出の変化と中国の
韓国向け輸出の変化から, 韓国と中国の貿易関係が日本やその他の国に比べ大きく深化したこ
とが確認できる｡
次は年から年までの, 日本と韓国の対外輸出の産業別)構成の変化を考察する｡
図	は日本の対世界 (対中国, 韓国を除く)の輸出産業構造の変化を示したものである｡
分析期間中, 日本の輸出は機械類, 電気電子部門のシェアが減少, 輸送機械類 (自動車部門),
化学製品, 金属製品部門の増加がみられる｡ シェアの値の変化はあるものの全体的輸出構造を
表すグラフの形状の変化はない｡ 一方, 韓国の場合は, 衣類繊維, 軽工業品, 電気電子部門の
減少と輸送機械, 機械類の増加が確認できる｡ そのほか, 韓国において造船 (
) 部門は,
年の億ドルから年億ドルに大きく増加した｡
日本と韓国における輸出パターンの変化 (年～年)
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表 日・中・韓の輸出の概況
(百万ドル)
対世界 対日本 対韓国 対中国
       
日
本
 

   
％ ％ ％
韓
国
   

 
％ ％ ％
中
国
     

％ ％ ％
注) ＊中国と日・韓両国間の輸出を除いた世界全体
) 下段の値は, 年から年の増加率を表す｡
資料		,  	
) 貿易統計の
コード桁の品目分類に基づいた分析であり, ｢品目｣ または ｢商品｣ でもあるが,
本稿では ｢産業｣ とする｡ これは, 産業内貿易の分析の先行研究においても採択されている (金
他)｡
韓国における電気電子部門の大きな減少は日本と同じ傾向であり, 中国向けの輸出では増加
した点においても同じである｡
図は日本と韓国の両国間の輸出の変化を表したものである｡ 分析期間において日本の変化
は, 機械類, 電気電子の減少, 化学と金属製品の増加がみられる｡ 一方, 韓国の変化は, 衣類,
軽工業品の減少と機械類, 化学製品の増加がみられる｡
  
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注) 全体の輸出額に占める産業別シェア (％)
) ＊世界は, 日本, 韓国, 中国を除いたその他の国である｡
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図 ) 日本の対世界の輸出 ) 韓国の対世界の輸出
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注, 資料図と同じ
図 ) 日本の対韓国輸出 ) 韓国の対日本輸出
最後は, 日・韓の対中国輸出の変化である｡ 日本において対世界と韓国の変化は, シェアの
値が変化したものの輸出構造の変化がなかったのに対して, 対中国の輸出構造は大きく変化し
たのが観察できる｡ この変化は衣類繊維, 機械類部門の減少と輸送機械, 化学製品部門の増加
によるものである｡ 韓国では, 対世界・日本と同様に大きく変化したことがわかる｡ 特に, 機
械類と電気電子部門の増加は大きい｡ また, 日本が対中国の自動車部門のシェアを伸ばしたの
に対して韓国の増加は大きくない, 化学製品の減少などの点が日本と韓国の対中国輸出におい
ての相違点である｡
以上のことから, 日本と韓国の対世界・中国と両国間の輸出の構造が全て相違しており, そ
の変化のパターンも違っていることがわかる｡ 比較優位から貿易のパターンが決まる国際貿易
の理論から考えた場合, 日・韓はそれぞれの相手国との比較優位の違いに基づいて輸出のパター
ンを決めていると考えられる｡
輸出競合度指数) (	
		以下) は, 一国の輸出財の構成が比較相手
国とどのくらい類似しているのかを測るものである (図を参照)｡ すなわち, 輸出財の構成
が類似している場合は, 類似した輸出産業構造をもち, 両国の国際市場での競争関係が高いこ
とを意味する｡ また, 国際貿易の理論的側面から考えた場合は, 類似した比較優位の産業構造
日本と韓国における輸出パターンの変化 (年～年)
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注, 資料図と同じ
図 ) 日本の対中国輸出 ) 韓国対中国輸出
) 輸出競合度指数は  で定義される｡ ここで, は国の
全輸出に占める財のシェアを示す｡ ＝の場合両国間の競合度が高いことを表す (完全一致)｡
は の範囲を取る｡
をもっていると考えられる｡ 本稿では, 桁分類) (品目数個) で計算した	
を用
いて分析する｡
図は, 韓国における日本と中国の	
が日中より高いことを示している｡ 特に年日
韓の競合度はの高いレベルである｡ 韓中, 日中の	
も年以降上昇しており, 日・
中・韓のカ国の対世界輸出市場での競争が激しくなっていることが分かる｡ このような結果
は, 前述した輸出産業構造の変化や後述する顕示比較優位指数の変化と整合性を持っている｡
. 日本・韓国におけるの変化
顕示比較優位指数) (以下) は, 世界へ
の平均的な輸出比率と比較した時, 当該国の特定財の輸出割合がどの程度の大きさであるのか
を示す指数であり, 特定国の特定財に対する国際競争力の程度を表すものである｡
図は日本 (), 韓国 ( ) と中国 (!) おける主要産業別の対世界のの変化を表したも
のである｡
分析期間中, 日・中・韓の機械類, 電気電子, 金属, 化学などの工業製品部門のは次
第に近くなっている｡ 機械類では, 韓国と中国で比較劣位から比較優位へ変化した一方, 日本
は比較優位のレベルが若干低下した結果, カ国のは同じ水準になっている (≒)｡
  
――
注"桁分類計算
資料"#$%資料から筆者計算, 作成
図 日本・韓国の輸出競合度指数 () の推移
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) 桁分類は, 桁分類した場合に比べ	
指数が小さくなる傾向があるが, より精密な分析
が可能になる｡
) 指数は     で定義される｡ ここで, は国の全輸出に占
める財のシェア,  は世界全体の輸出に占める財のシェアを示す｡ がより大
きい場合は, 財に対して比較優位を持っていることを表す｡
電気電子部門においては, 日本と韓国での減少と中国の上昇でカ国のは位の水準
になっている｡ その他, 金属, 化学製品部門においても, 日・中・韓国で変化の傾向は同じで
あり, その水準も同じくらいである｡ 全体的に, 日本と韓国のは, 年から	

年
日本と韓国における輸出パターンの変化 (年～	

年)
―	―
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図 ) 日本におけるの変化 (対世界)
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	桁分類からの産業区分
資料により作成
) 韓国におけるの変化 (対世界)
) 中国におけるの変化 (対世界)
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の変化でその類似性が高まっている｡
他方日本において, 衣類繊維, 軽工業品部門は, 比較劣位を維持しており, 韓国では優位か
ら劣位に逆転したが, 中国においてこのつ部門の水準は減少の傾向をみせているもの
の依然として高い優位性を持っている｡ また, 日本の自動車部門のは優位性が増加し,
韓国では比較劣位から優位に逆転した｡ 日・韓と中国のにおいて, 自動車部門と繊維衣
類・軽工業品部門の違いが顕著であることが確認できる｡
ここで, 本稿では年から年までの貿易統計データを用いて, の変化と輸出
額との関連性を分析する｡ また, 期間中において日本と韓国のの変化の傾向を以下のよ
うにつのパターンに分けて分析を行う｡
パターンⅠ	比較優位を維持した産業群 (＞)
パターンⅡ	比較劣位を維持した産業群 (＜)
パターンⅢ	比較劣位から比較優位に転換した産業群 (＜から＞)
パターンⅣ	比較優位から比較劣位への逆転した産業群 (＞から＜)
パターンⅤ	標準的産業群 (≒
)
の定義から, がより大きい場合は, 当該国の当該産業の対世界輸出において
比較優位を持つことであるため, 全体輸出に占める当該産業のシェアは高い｡ また, 劣位であ
る場合はその逆が成立する)｡ 本稿では, このような理論的に定型化した結論と実際の日・韓
の貿易はどの程度の整合性を持っているのかを分析し特徴を究明する｡ 分析期間中, 日本と韓
国のの変化の推移は, 以下のとおりである)｡
日本におけると輸出額の推移は次のようである (表を参照)｡ 分析期間中比較優位
を維持した産業 (パターンⅠ)の数は個であり, 対世界輸出 (中国, 韓国を除く)シェアは,
年の
％から年の
％に減少した｡ 一方, 対韓国輸出のシェアも減少したが
(
％から
％), 中国向けの輸出シェアの変化はない｡ 比較優位を維持している産業に
は, 鉄鋼, 一般機械類, 電気電子, 自動車, 船舶, 光学製品などであり, 日本にとって主要輸
出産業になっている｡
比較劣位から比較優位への転換した輸出産業 (パターンⅢ)は, つの産業 (卑金属製品, ニッ
ケル及びその製品, 特殊織物など) であり, 輸出シェアは年の
％から年の

  
――
) 本稿では, の変化がどのような要因によって生じたのかについての分析は研究対象に設定し
ない｡ この件に関しては, 研究課題にしたい｡
) 桁の分類による統計であり, , などを除いた総の産業である｡
％に増加した｡ パターンⅢの場合, 対中・韓国向けの輸出シェアは増加したが韓国向けの増加
が中国より高い｡
期間中比較劣位を維持した産業 (パターンⅡ)は, の産業であり, 年％から
年	％に増加した｡ パターンⅡの輸出シェアは全体的に低く, 減少がみられるが, 酪農 (

), 鉛及びその製品 (
), 真珠及び貴金属 (
) の増加が大きかった｡ 対中・韓国の輸
出シェアの変化は大きくない｡ 比較優位から劣位に転じた産業は時計類 (
) である｡
最後に, 標準的はつの産業であり, 年％から年％に増加した｡ 対
中国の変化は小さく, 韓国での増加がみられる (有機化学製品, プラスチック, 卑金属の工具
および部分品, 鉄鋼製品など))｡
以上のことから, 日本の対中国輸出のシェアの変化は, 全体的に大きくなかったこと, また
比較優位を持つ産業群のシェアが他の部門に比べて大きいととがわかる｡
韓国において, 分析期間中比較優位を維持した産業はの産業 (輸出産業全体の数＝) で
あり, 全体の輸出 (日本, 中国を除く) に占めるシェアは, 年％から年
％へ減少の傾向がみられる (人造繊維, 鉄鋼, 電気電子, 船舶など)｡ このパターンの対日本
の変化は大きくなかったが, 中国向けの輸出シェアはからに大きく減少した (以下
表	を参照)｡
比較劣位から比較優位へ逆転した産業群 (パターンⅢ) は, つの産業であり, 対世界の輸
出額のシェアは, 年％から年％に増加したのである (有機化学製品, 銅製品,
日本と韓国における輸出パターンの変化 (年～年)
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表 変化のパターン別輸出シェアの変化・日本
数
対世界 (シェア) 対韓国 (シェア) 対中国 (シェア)
  Δ   Δ   Δ
Ⅰ＞    － 	 	 － 	  	
Ⅱ＜   	       －
Ⅲ→   	    	   
Ⅳ→    － 	  －   
Ⅴ          
注Δ＝(年－年), ％
資料,  !"#のデータから筆者計算
) 主要品目は, 
コード桁分類上の品目をもって表している｡ 前述の図は, 
桁分類した品
目を類似品目で合計した手法での産業であることから, 若干の違いがある｡
自動車, 光学製品など)｡ この産業群の対日本と中国輸出シェアはともに増加したが, 日本に
比べて中国の増加が大きい (％から％へ)｡
一方, 期間中比較劣位を維持している産業は, の産業であり, 年輸出額に占めるシェ
アは％で年％より増加した｡ 日本向けの輸出のシェアは小幅増であるが, 対中
国では減少がみられる｡ 比較優位から比較劣位へ逆転した産業は, の産業であり, 輸出シェ
アは, ％から％減少した (革製品, 衣類, 履物, 鉄道関連品, 楽器類など)｡ このパター
ンでの減少は, 対日本が対中国より大きい｡
最後に, 標準的	
を維持した産業は, つで (卑金属製の工具, 原子炉・ボイラー, 鉄
道用品)輸出シェアは, ％から％に増加した｡ 日本と中国向けの輸出においても増加
したことが確認できる｡
韓国において, 比較優位を持つ産業群が全体の輸出に占めるシェアが日本に比べて小さいこ
と, また全体的に対日本より対中国の変化が大きいことがわかる｡ 特に, 比較劣位から比較優
位に転換した産業群の輸出シェアが中国で一番大きい｡
分析期間中において急成長した中国の経済, また日・韓ともに最大の輸出相手国となった中
国)を考えた場合, 以上のような, 日本・韓国の	
と輸出シェアの推移の相似と相違は,
どのようなインプリケーションを持っているのか｡
日・韓の両国間の変化のパターンの違いを説明できる要素は両国の対中国の輸出である｡ す
なわち, 日本の対世界輸出おいて大きく減少した部門は比較優位維持産業群であり, 対韓国で
  
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表 変化のパターン別輸出シェアの変化・韓国
数
対世界 (シェア) 対日本 (シェア) 対中国 (シェア)
  Δ   Δ   Δ
Ⅰ	
＞    －   －   －
Ⅱ	
＜          －
Ⅲ→          
Ⅳ→    －   －   －
Ⅴ	
          
注表と同じ
) 日・韓両国ともに, アメリカは長年最大の輸出相手国であったが, 韓国は年, 日本では
年から中国が最大の輸出国となった｡ 貿易全体 (輸出＋輸入)の場合, 中国がアメリカを抜いたのは,
日・韓両国ともに早い時期である｡
マイナス, 対中国でプラスである｡ 日本は, 対世界と対韓国で減少した比較優位産業
群の輸出シェアを対中国ではそのまま維持していることとなる｡ 一方韓国は比較優位維持産業
群の輸出シェアは, すべて減少したが, 対日本輸出シェアの減少分はマイナスであり対中
国の減少分はマイナスの中国向けのシェアの減少が顕著である｡
また, 韓国の対日本の輸出では, 比較劣位から優位に逆転した部門のシェアはの増加で
あるが, 対中国においては増の大きく増加したのである｡ 以上から, 日本の対中国輸出
は, 全体的に大きな変化はなく輸出構造を維持しながら増加したことになる｡ 一方, 韓国は
	
が逆転 (劣位から優位) した部門の輸出の増加があり, 比較優位の変化から輸出産業の
変化がおこったこととなる｡
日本の比較優位維持産業群の世界向けの輸出シェアは％で韓国の％より高い水準を維
持している｡ 日本において世界向けの比較優位維持産業群の輸出シェアが韓国より高いことと,
韓国において, 対日本と中国の輸出シェアが同じ水準に変化していることが確認できる｡
以下図は, 年から年までの日・中・韓国の主要工業部門 (電気電子, 一般機械
類, 自動車, 鉄鋼)の	
の変化を表したものである｡
電気電子部門 () において, 日本・韓国の低下の一方, 中国の上昇がみられ, 年
からカ国ともに比較優位を維持している｡ 一般機械類 () は, 電気電子部門と同様中
国の大きな上昇がみられ年から比較劣位から比較優位に転換した (パターンⅢ)｡ 韓国で
は中国が比較優位に転換した年から	
のレベルが中国と逆転し, 比較劣位に逆転し
たが (パターンⅣ)日本において	
の変化は大きくない (パターンⅠ)｡
他方, 自動車部門 () においての日・中・韓国間における比較優位の格差は明確になっ
ている (日本パターンⅠ, 韓国パターンⅢ, 中国パターンⅡ)｡ 鉄鋼産業品 () は,
日本, 韓国と中国で異なる変化をみせている｡ 日・韓では比較優位を維持しながら年か
ら優位のレベルが上昇したのに対して (パターンⅠ), 中国では, 低下した後上昇したが
年に大きく低下したことが確認できる (パターンⅡ)｡ 鉄鋼産業は主要工業部門で日・韓の上
昇と中国の低下が明確になっている特徴をみせている｡
年日・中・韓の	
は, カ国ともに比較優位を維持している電気電子, 日本と韓国
で比較優位, 中国での劣位を持っている鉄鋼と自動車部門, 日本と中国の比較優位, 韓国の比
較劣位である一般機械になっている｡ 特に, 電気電子と一般機械類は, 中国の急速な上昇をみ
せている部門であるが, 電気電子部門では日本の低下が, 一般機械では韓国の低下が大きいこ
とが確認できる｡
日本と韓国における輸出パターンの変化 (年～年)
――
. むすびに
以上で確認したように, 年から年までの期間中, 日本と韓国の輸出構造において
大きく変化した｡ 特に韓国の中国向け輸出の変化は大きい｡ 産業別輸出シェアの変化を示して
いる図, , からは, 対世界輸出の構造において異なるパターンをみせているが, 日・韓の
中国向けの輸出では, 自動車部門を除けば非常に似た構造になっている｡ また, 日・韓両国間
の輸出においては, お互いに類似した構造に変化が進んでいることも確認できる｡ すなわち,
日・韓の輸出構造が対世界では違う構造であり, 日・中・韓の間では類似した構造であること
が確認できる｡
	の変化において, 電気電子と一般機械類で日本と韓国の低下の背景に中国の急速な上
  
―
―
図 主要工業品のの変化
) 電気電子 (	
) ) 一般機械 (	)
注桁分類
資料	, 	のデータから筆者計算
) 鉄鋼 ()) 自動車 (	)
昇があると考えられる｡ 中国の変化と日韓の変化を比較した場合, 電気電子部門では日本の方
が, 一般機械類では韓国が中国の変化に反応したことが, 主要産業におけるの変化を表
した図から確認できる｡ 自動車部門は, 唯一中国の変化が大きくない産業である｡ 日本と韓
国の比較優位の水準は高く, 中国向けの輸出シェアは対世界と比べ低い水準である｡
また, 日本と韓国の対外輸出シェアにおいて比重が高くなっている部門は, がに近
い標準的な産業群である｡ このパターンの輸出は, 日・韓ともに, 対世界・中国の輸出シェア
を高めている｡ 中国の成長と韓国の産業構造の変化によって, の標準化がより進んでい
く産業群が増える傾向が強くなることは, 輸出パターンの分析で比較優位に基づくものはそれ
ほど期待できない｡ これは, 今後, 日本と韓国の対外貿易の成長において産業内貿易の重要性
が大きくなっていくことを意味する｡ 日中韓で行われている ｢東アジア共同体｣ 構想において,
カ国間の貿易は産業内貿易がつのキーワードになると思われる｡
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